
「2027日台観光サミットin宮崎」実施計画策定・開催支援事業 

業務委託企画提案競技（プロポーザル方式）実施要領 

 

１ 目的 

日台観光サミットは、台湾からの訪日旅行・日本からの訪台旅行双方の促進と相互交流人口 

の拡大を目標として、日台双方の旅行業界の経営者や観光業界のトップが一堂に集い、関係強

化を図る目的で毎年日台交互に開催されている。  

「2027 日台観光サミット in 宮崎」（以下「サミット」という。）の受入にあたり、台湾の観 

光関係者に宮崎県の観光資源の魅力を紹介し、台湾観光関係者と本県を含む国内観光関係者と

の関係強化を図ることで、今後の台湾からの誘客促進につなげる。 

 

２ 委託の内容 

（１）業務内容 

「業務委託仕様書」のとおり 

（２）委託期間 

契約締結日から令和９年８月６日（金）まで 

（３）委託料の上限額 

３９，８４１，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

※ この金額は契約予定価格を示すものではない。 

※ 仕様書に明記した企画内容の履行までに要する全ての経費を含む。 

※ 委託料の支払いは、委託業務完了後、精算払いとする。 

 

３ 参加資格 

  このプロポーザルに参加できる者は、単独企業又は委託業務受託のために結成された共同企  

業体（ＪＶ）とし、それぞれ次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

○単独企業 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない者。 

（２）本委託業務と同種かつ同規模以上の業務の実績を有する者で受託業務に関するノウハウを 

有し、かつ当該受託業務を円滑に遂行するための必要な経営基盤を有していること。 

同種かつ同規模以上とは、国際会議、国際イベント、国際展示会等の運営又は運営支援の

ことであり、委託料 3,000 万円（消費税及び地方消費税を含む）以上のものを指す。 

実績については、過去 10 年間で１件以上を指す。 

（３）宮崎県内に、本店、支店、営業所のいずれかを有すること。 

（４）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法（平

成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立て又は破産法（平成 16 年法律第 75

号）に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者。 

（５）この公告の日から受託候補者を選定するまでの間に、宮崎県から入札参加資格停止の措

置を受けていないこと。 

（６）役員等（個人である場合はその者を、法人である場合はその役員又はその支店若しくは

営業所を代表する者をいう。）が暴力団関係者（宮崎県暴力団排除条例（平成 23 年条例第

18 号）第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）であると認められる者

又は暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められる者でないこと。 

（７）都道府県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）に未納がないこと。 

（８）地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第 321 条の４及び各市町村の条例の規定により個人

住民税の特別徴収義務者とされている法人にあっては、従業員等（宮崎県内に居住している



者に限る。）の個人住民税について、特別徴収を実施している者又は特別徴収を開始するこ

とを誓約した者。 

（９）政治活動及び宗教活動を主たる活動の目的としていないこと。 

（１０）本業務の仕様書に定める業務を行うために必要な観光庁長官又は都道府県知事による旅

行業法上の登録が行われていること。 

（１１）その他、実行委員会との協議に真摯に対応し、事務処理を遅滞なく処理できること。 

 

○共同企業体（JV） 

（１）共同企業体を代表する事業者を選出し、応募に関する一切の手続を当該事業者が行う

と。 

（２）共同企業体のすべての構成員が、法人格を有すること。  

（３）共同企業体の構成員のうち、いずれかの者が前号の（２）（３）（１０）の要件を全て

満たしていること。 

（４）共同企業体の全ての構成員が前号の（１）（４）（５）（６）（７）（８）（９） 

（１１）の要件を全て満たしていること。  

（５）共同企業体の各構成員が、このプロポーザルに参加する単独企業又は他の共同企業体の

構成員でないこと。 

 

４ 企画提案競技実施の公告方法 

  宮崎県ホームページにより告知 

 

５ スケジュール 

（１）実施公告           令和８年１０月１３日（火） 

（２）事前説明会          令和８年１０月２２日（木）午後２時から 

（３）質問書受付期限        令和８年１０月２９日（木）午後５時 

（４）参加申込期限         令和８年１１月 ５日（木）午後５時 

（５）企画提案書等提出期限     令和８年１１月１２日（木）午後１時 

（６）プレゼンテーション審査    令和８年１１月１６日（月）午前予定 

場所 審査 宮崎県庁 ７号館 744 会議室（宮崎市橘通東２丁目１０番１号） 

   控え室 宮崎県庁 ７号館 735 会議室 

※オンラインでの参加は認めない。  

（７）審査結果通知             令和８年１１月下旬予定 

 

６ 事務局 

  〒880－8501 宮崎市橘通東２－10－１ 

  2027 日台観光サミット in 宮崎実行委員会事務局 

  （宮崎県商工観光労働部 観光経済交流局 観光推進課 海外誘致・ＭＩＣＥ担当） 

  電 話 0985－26－7530   

  E-mail kanko-suishin@pref.miyazaki.lg.jp 

 

７ 事前説明会の開催 

（１）日 時 令和８年１０月２２日（木）午後２時から  

（２）場 所 県庁８号館４階 第１会議室  

（３）参加申込 以下 URL より申込。１事業所２名までの参加。 

   URL： https://forms.cloud.microsoft/r/uV7LsRi8vJ 

mailto:kanko-suishin@pref.miyazaki.lg.jp


（４）その他 事前説明会の参加は、企画提案競技の参加とは一切関係なく、審査にも影響し

ない。 

 

８ 企画提案競技への参加申込 

  本企画提案競技に参加を希望する者は、電子メールで別紙様式１「企画提案競技参加申込

書」を提出すること。 

（１）提出方法 電子メール 

        ※行き違いを防ぐため、送信後に事務局（0985-26-7530）まで電話のうえ、

到達を確認すること。 

（２）提出場所 本要領６（事務を担当する部局）の宛先 

（３）提出期限 令和８年１１月５日（木）午後５時 

       

９ 質問及び回答 

（１）提出方法 電子メール 

また、質問には別紙様式２「企画提案競技 質問書」を用いること。 

※行き違いを防ぐため、送信後に事務局（0985-26-7530）まで電話のうえ、

到達を確認すること。 

（２）提出場所 本要領６（事務を担当する部局）の宛先 

（３）提出期限 令和８年１０月２９日（木）午後５時 

（４）回答方法 形式上、手続上の軽微な内容に係るものを除き、企画提案競技参加者全員に

電子メールで回答する。 

 

10 企画書等提出 

（１）提出書類   

① 企画提案書等提出様式（別紙様式３） 

② 企画提案書（任意様式） 

③ 見積書（任意様式）※内訳が分かるように記載すること。 

④ 誓約書（別紙様式４） 

⑤ 法人概要書（別紙様式５） 

⑥ 法人概要（既存資料・パンフレットで可） 

⑦ 類似業務等に関する調書（別紙様式６）、契約書の写し 

   ※類似業務とは、国際会議、国際イベント、国際展示会等の運営又は運営支援のことであ 

り、委託料 3,000 万円（消費税及び地方消費税を含む）以上のものを指す。 

また、過去 10 年間内に受託した業務を指す。 

  ⑧ 旅行業法上の旅行業者として登録済みであることがわかる通知（写）等 

 【共同企業体にあっては次の書類を追加】  

⑨ 共同企業体協定書（予定案で可、様式任意）  

⑩ 構成事業者の業務分担のわかるもの 

 

（２）企画書の提出方法 

  ① 提出方法 電子メール 

※上記（１）の書類をデータ形式ＰＤＦファイル（書類は印刷した際にＡ４ 

サイズとなるようにすること。縦、横どちらでも可）とし、電子メールで

提出すること。なお、ファイル合計のデータ容量が５ＭＢを超える場合は

電子メールを分割し送信すること。 



          ※行き違いを防ぐため、送信後に事務局（0985-26-7530）まで電話のう

え、到達を確認すること。 

  ② 提出場所 本要領６（事務を担当する部局）の宛先 

③ 提出期限 令和８年１１月１２日（水）午後１時  

 

（３）作成にあたっての留意点 

① 応募する企画書は１案に限る。 

② 提出後における企画書の再提出、差し替えは一切認めない。 

③ 企画提案書は次のとおりとする。 

・その他契約額の範囲内で、本事業の趣旨を実現するため、他に効果的な取組等の独

自提案があれば記載すること。 

・実施スケジュール及び実施体制を記載すること。 

④ 応募された企画提案の著作権は、その応募者に帰属する。なお、企画提案者の記載が、 

特許権など日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっているものを 

使用した結果生じた責任は、提案者が負うこととする。 

 

11 審 査 

 企画提案競技方式とし、提出された企画提案書及びプレゼンテーションの内容を総合的に評

価し、最も優れた提案者を選定する。 

（１）一次審査 

原則、一次審査は行わない。 

ただし、提案者が５者以上の場合は、審査委員会事務局である宮崎県観光推進課におい

て、(3)の評価方法により一次審査（書面審査）を行い、(2)の二次審査（プレゼンテーシ

ョン審査）に進む４者を選定し、11 月 13 日（金）までに一次審査通過の旨を連絡する。

（一次審査を通過しなかった者に対しても連絡する。） 

（２）プレゼンテーション審査（二次審査） 

ア 日時 令和８年 11 月 16 日（火）午前予定 

※具体的な時間については、参加者毎に別途連絡する。 

イ 場所 審査 宮崎県庁 ７号館 744 会議室（宮崎市橘通東２丁目１０番１号） 

    控え室 宮崎県庁 ７号館 735 会議室 

ウ 説明時間等 

(ア) 説明時間 15 分以内 

(イ) 質 疑   10 分以内 

(ウ) 入替時間  5 分以内 

エ その他 

開始時間及び開催方法の詳細については、一次審査通過者に別途通知する。また、出

席者数は提案者の統括責任者と主たる担当者を含め３名までとする。 

（３）評価方法 

別紙「2027日台観光サミットin宮崎実施計画策定・開催支援事業業務委託企画提案競技

の審査方法について」による。 

（４）選定 

ア 企画提案書の内容について、審査委員会を構成する委員ごとに、(3)の配点に基づき

採点し、合計得点が 300 点以上（※１）であった者のうち、最も合計得点の高い提案

を行った者を委託先候補者として選定する。 

※１：100 点×委員５名×６割＝300 点 



イ 上記アの結果、最高点が複数者あった場合は、審査委員会の協議により１者を委託 

先候補者として選定する。 

ウ 提案者が１者のみであった場合は、合計得点が 300 点以上であることをもって、当 

該１者を委託先候補者とする。 

（５）選定結果の通知 

選定結果については、採択・不採択にかかわらず申込者に書面で通知する。 

（６）契約の締結等 

審査で選定された最も優れた提案を行った提案者を契約締結候補者として本業務委託に関   

して必要な協議を行う（その際、企画提案書の内容は、協議の上、変更する場合がある。）  

ものとする。協議にあたっては、仕様や価格等の交渉を行い、契約締結候補者は改めて見積  

書を提出するものとし、協議が合意に至った場合は、契約の手続きを行う。 

なお、候補者との間で協議が合意に至らない場合は、次の審査結果上位者と協議を行う。 

契約保証金については、宮崎県財務規則（昭和 39 年宮崎県規則第２号）第 101 条の規定を

準用する。 

 

12 その他留意事項 

（１）本企画提案競技及び本業務委託を通じて、法令を遵守すること。 

（２）企画提案に要する一切の費用は、本企画提案に参加する者の負担とする。 

（３）提出された企画提案書等は返却しない。 

（４）提出された企画提案書等は、提案者に無断で使用しない。 

（５）本企画提案競技の参加により、実行委員会から知り得た情報は、他者に漏らしてはならな 

い。 

（６）応募者が次のいずれかに該当する場合は失格とする。 

① 参加申込書等の提出以降契約締結までに、本要領中「３ 参加資格」に定める要件の一

つでも満たさなくなった場合、又は満たしていないことが判明した場合 

② 提出期限内に企画提案書の提出がなされなかった場合 

③ 提出書類に虚偽の記載をした場合 

④ 審査の公平性に影響を与える行為を行った場合 

⑤ 提案書の内容が、公示した仕様又は条件に明らかに適合しないとき 

（７）契約手続きに要する費用は受託者負担とする。 

（８）この要領に定めのない事項については、宮崎県財務規則（昭和 39 年宮崎県規則第２号） 

に準じて取扱う。 

 


